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論 文 の 要 旨 
 
本研究は学校教育による公民概念の発展過程を明確にし、日本における公民概念の認知度低下背景を究明す
ることを第一の目的としている。日本の特徴を客観的に分析するため、学校教育制度および公民概念の発展過
程が日本と類似した「台湾」を比較研究対象としている。台湾では日本と類似した学校教育制度・教科書制度
等が実施され、政府が推進する公民教育・概念の構築に関する政策も類似するからである。他方で、台湾それ
自体の公民概念の変化を明らかにすることも重要な第二の目的である。日本と違い台湾では認知度は極めて高
いがその理由は何かを日本との比較の中で究明している。 
本研究では、公式文書および教科書による公式見解・公定解釈の分析を通して、日本における公民概念の発
展過程を以下の 4つの段階に分けている。 
1．1880年代～1910年代:地方自治の担い手としての「市町村公民」 
2．1920年代～1930年代前半:国家・社会の連帯責任を背負う「国家公民」 
3．1930年代後半～1945年:帰属心、忠誠心、敬愛精神を自覚する「オホミタカラ」 
4．1945年以降:民主国家・市民社会の構成員としての「公民」 
 そして台湾における公民概念の発展過程も以下の 3つの段階に分けている。 
1．1933年～1945年:地方公職選挙有権者・大日本帝国臣民としての公民 
2．1945年～1987年:公職選挙有権者・国家復興の担い手としての公民 
3．1987年以降:政治参加・社会参加の主体としての公民 
日本側に比べ、台湾側の公民による「有権者として選挙に参加する役割」は終始一貫重要視され、着実に教
育現場で普及してきた。公民＝有権者という意味合いは今日でも広く認知され、頻繁に使用されている。 
両国の分析結果を比較した結果として、学校教育による公民概念の発展は参政制度の発展と連関しているこ
とが明らかになった。両国の共通性およびそれぞれの特殊性について本研究の発見は以下の通りである。 
共通性として、2 点を挙げている。第一は、日本政府および 1945 年以降台湾を統治してきた中華民国政府
が「公民教育の実施」および「公民概念の普及」を本格的に開始したきっかけは、ともに「選挙の実施」であ
った点である。つまり、構成員による選挙に対する関心を喚起し、そして必要なる知識を身につけさせること
により、より良い政治的選択を導くことが両国政府の最初のねらいである。第二に、民主化・現代化、そして
社会の多元化に伴い、両国の公民教育の内容や教授法は共に国家・政府の視点ではなく、学生の視点から出発
し、学生の個性や需要を尊重する上で授業を構成するようになった。そして、公民概念は最も狭義的な「公職
選挙の有権者」から、「国家・社会全体の発展に関心を持つ者」、そして政治だけではなく、「社会に参画する
者」など次第に広義になる傾向にある。臣民、国民、住民など相対的に明確な定義を持つ概念と異なり、公民
概念は政治体制（民主化）、参政制度（一元から多元化へ）の展開と一致し、影響を受けている。 
両国の特殊性として、日本の場合、今日の公民概念の認知度・認識度の低下が進行することは以下のような
2つの背景を挙げている。 
第一は、戦後の公民教育政策および教科書の記述内容の急遽な転換である。日本の民主化体制は戦後直後の
段階で GHQの監督の下で確立した。GHQは戦後直後に「言論及び新聞の自由に関する覚書」、「政治的、公民的
及び宗教的自由に対する制限の除去の件（覚書）」、「政治警察廃止に関する覚書」などの文書を発表し、日本
国内の女性参政、労働組合組織化、学校教育自由化、秘密警察制度と思想統制の廃止を促進し、さらに国民主
権原理に基づく「日本国憲法」の制定を主導した。言うまでもなく、政治体制上の改革は教育にも影響を及ぼ
した。政府は社会科教育・公民教育の内容を大幅に再構成し、学生の立場に立ち、学生が必要な知識を取りあ
げることとした。教育現場は単に膨大な知識を注入するだけではなく、学生の理解力、コミュニケーション力、
協調力、思考力、判断力などの公民的資質を涵養するための単元学習を新たに導入した。 
政策の転換につれ、公民概念の定義も変容し始め、多数の公式文書において、「よき構成員」や「共同生活
のよき一員」と明示され、国民・住民・市民などの概念の定義と重なるようになった。「新教育指針」、「公民
教育の指導書について」、「学習指導要領」などの文書を通して、教育政策の関係者は、公民概念は拡大解釈さ
れ、構成員・国民・市民などの概念と同一視されるべきと明言したのである。 
加えて、最も決定的な変化は教科書の記述の変容と考えられる。公民科、公民的分野、公民的資質などの合
成語の形で学習指導要領に書かれているが、ほとんどの教科書の中に公民という単一概念は姿を消した。考え
られる背景としては、教科書の編纂者が一度、オホミタカラ・臣民・皇民などの概念と同一視された公民概念
に対して、懸念を抱き、敢えて言及することを回避したと推測できる。 
第二点として参政制度の充実・成熟である。日本の参政制度は 1880 年代から発展し始め、戦前の段階で、
国会選挙、地方公職選挙などの選挙制度が完備された。帝国臣民の男子は選挙権の行使を通して、国政や地方
自治の運営に参与し、意思を表明するという政治参加の形態が定着した。戦後に入り、女性が参政権を獲得し、
衆議院議員、参議院議員、地方自治体首長、地方議会議員などの選挙制度もより一層充実された。構成員は公
職人事、予算、法案などの事項以外に、身近な福祉、町おこしなどに関心を寄せ、活動を行うことができる。 
換言すれば、参政制度および政治参加のルートが確立され、構成員は国家主権や参政権や基本人権など、国
民・公民・住民・市民などの身分として享有することができる権利をすべて手に入れた。すなわち、投票や選
挙活動だけではなく、構成員は幅広く公共事務に参与し、そしてさまざまな形で権利や要求を主張することが
できるようなった。このように、次第に公民という身分の定義は国民・住民・市民などの身分と重なり、戦前
から強調されてきた「有権者」や「政治参加の主体」としての特殊性が希薄化した。加えて、オホミタカラ・
臣民・皇民などの概念と連想されやすい懸念により、公民概念は教育現場で取り扱われなくなり、認知度の低
下が避けられなくなった。 
 総じて、今日の公民概念の位置づけは教育の側面および法律の側面から論じることができると思われる。教
育の側面からすれば、公民は国民であり、市民でもあると明示されている。そして、法律の側面からすれば、
公民とは公職に関する選挙権・被選挙権、そして公務員として任用される権利を有する者とされる。だが、2
つの位置づけとも教科書において取り上げられていないため、結果的に、公民概念は人々の生活から遠ざかっ
ていったのである。 
台湾の場合、民主化に進み、政治参加の形が多元化に進化するにもかかわらず、「公民概念」が絶えずに注
目を集めていることは台湾の民主化・参政制度の過程と連関するが、理由として 2点を挙げている。 
まず、第一に「選挙」が持つ格別な重要性である。1987年戒厳令の解除、民主化・本土化の進行に関して、
決断を下す蒋経国政権だけではなく、絶えずに圧力をかける党外勢力も重要な役割を果した。 
1949 年から 1987 年までの戒厳期において、「下」の民間の有識者は選挙権を行使しつつ、違法と認定され
る「党外活動」を通して、「上」の政府に戒厳令の解除、一党専制統治の改革、一時的に凍結された参政権お
よび基本人権の付与などを訴え続けていた。そして、民間の動きを伺いながら、政府は徐々に集会、結社、出
版などの違法行為の取り締まりを緩和し、本土化および民主化に向けて改革を進めた。緩慢に進行した本土
化・民主化と共に、構成員は参政権、基本人権をひとつずつ手に入れた。換言すれば、戒厳時期において、構
成員の関心は政治問題に集中し、そして「選挙」は唯一の合法的な意思表明の手段として重視された。 
戒厳令の解除、参政権および基本人権の付与、政党政治、総統直接選挙が実現された民主化以降、台湾社会
は、これまで以上に政治、選挙に多大な関心を寄せている。背景として、政治上の不確定の事情（主権問題、
ナショナル・アイデンティティ問題）、そしてこれらの問題から派生する亀裂や対立の持続的な存在である。
「選挙」は一時的にせよ決定を生み出す重要な手段として特別視された。選挙活動が重視される上、選挙に関
する知識の教授および選挙の主体である「公民」の育成が重要視され、力を入れられているのは当然であった。 
第二点は、「国」ではなく、「現状」へのアイデンティティを求める点である。第 4 章で、1988 年「中華人
民共和国を容認する」を掲げた李登輝政権が発足して以降、これまで潜んでいたナショナル・アイデンティテ
ィ、レイシャル・アイデンティティなどの問題が水面上に表れるようになった。異なる歴史記憶、アイデンテ
ィティを持つ構成員は多種多様な意見を持っているため、いまだに共通認識を生み出すことができない。 
そのため、教育の立場としては、特定のナショナル・アイデンティティ、レイシャル・アイデンティティを
強調することを回避しなければならないのである。かわりに、政府は上述のような「分岐するアイデンティテ
ィが多数存在している現状」を詳しく説明し、寛容・尊重精神を涵養すること、および基本人権、参政権、福
祉などを保障してくれる「現在の政府・民主法治制度」へのアイデンティティの形成に力を入れた。 
言い換えれば、不確定な政治的事情を多数抱えているが、構成員が政府・制度を認め、そして「公民」とし
て「現在の政府・民主法治制度」に付与される権利を行使し、義務・権利を果たすことにより、「現在の政府・
民主法治制度」は運営し続けうる。よって、「公民」は政治上、選挙上に重要な役割を果たすだけでなく、「中
華民国在台湾」という現状の維持にも重要な使命を背負っているからである。 
最後に、公民概念の可変性について結論している。比較研究を通して、両国における「公民
コウミン
」の定義や権限
は政治、歴史、文化、民族、言語などの社会環境、そして人々の経験や理解によって幾度の転換を経験してき
たことが明らかになった。換言すれば、公民という単一概念は客観的で不変的な概念ではなく、常に歴史、政
治体制、国内外社会の情勢などの背景により、転換し変容し続けているのである。 
両国における「公民
コウミン
」は地方自治制度および地方公職選挙の実施をきっかけに新たに作られた概念・身分で
ある（導入時点:日本 1888 年；台湾:1933 年）。その後、両国における「公民
コウミン
」はそれぞれ「地方選挙の有権
者」という意味合いを持ちながら、他の意味合いを与えられ、権限を拡大され、また縮小され、学校教育で積
極的に取り扱われ、また教科書の中から姿が消えるなど、複雑な過程を経てきた。非民主政治体制の下では、
公民概念の構築は政府側が主導権を持ち、法律並びに学校教育を通して進行する傾向にある。民主政治体制が
確立された以降、構成員が国家の諸制度・諸現象に対する関心や意見を寄せ、主導的に参与する権利を獲得す
ることになり、公民概念は政府、市民団体、圧力団体、個人がそれぞれが持つ権力・権利を行使し、相互作用
することによって構築される傾向が見られる、と結論している。 
  
 
審 査 の 要 旨 
１ 批評 
 
本論は、政治学という社会科学の概念道具を用いつつ、教育の現場で重視されてきた「公民」概念、その登
場と変容について、政治的な背景と関連付けつつ、体系的に検討した論文である。 
出発点としては、「日本における公民概念に認知度・注目度の低下」に注目し日本側の課題を提起するとと
もに、「台湾の経験」も多様な政治体制の変化とともに詳細に検討した比較研究である。結論として、「参加型
政治」が導入されることにつれ、「公 民
オホミタカラ
」とは別の「公民
コウミン
」概念が作られ、公民を育成するための「公民教
育」が開始されたこと、政治体制や政府政策などの政治的背景として、特に地方での「参政制度」に焦点を当
てて、その公民概念との関連を浮き彫りにしえている。 
検討の素材として、学習指導要領、課程標準、課程綱要、法律、通達、通牒などの公式文書を取り上げ、公
式文書や、公民科、社会科公民的分野、公民與道徳科、公民與社会科などの科目の教科書による「公民概念に
関する記述の内容」を特定し、公民概念が言及される場面、頻度、記述内容、政府による公式見解・公定解釈、
転換過程の背景、影響を、詳細に分析している。 
ほぼ同時期の一世紀にわたる日本と台湾を幅広く比較し、政治体制および参政制度を基準と設定し、
両国それぞれの公民概念の変化に注目し、「両国の公民概念は構成員による参政権限の拡大・縮小と連関
する」という仮説に基づいて、両国を体系的に考察分析し、検証に成功している。 
政治学的な分析として、記述や説明が不十分な点がないわけではないが、着眼点、比較の方法、学際的
なアプローチなど極めてユニークな研究であり、十分な学術的貢献と認められる。 
 
２ 最終試験 
  平成２６年５月２２日、人文社会科学研究科学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと、本
論文について著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を行った。審議の結果、審査委員全員一致で
合格と判定された。 
 
３ 結論 
  上記の論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（国際日本研究）の学位を受けるに十分な
資格を有するものと認める。 
